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第３章 消費者施策推進の基本方針                  1 

 2 

１ 基本理念 3 

滋賀県では第３次計画まで、県民の消費生活の安定と向上に向けて、消費生活条例に4 

掲げる基本理念である、県、消費者、消費者団体、事業者、事業者団体との相互信頼を5 

基調としつつ、次に掲げる「消費者の８つの権利の尊重」と「消費者が自らの利益の擁6 

護および増進のため自主的かつ合理的に行動することができるよう消費者の自立を支援7 

すること」を基本として消費者施策を推進してきました。 8 

第４次計画でもこの基本理念を継承するとともに、滋賀県基本構想の基本理念「変わ9 

る滋賀 続く幸せ」を実現するため、これまでの取組に加えてさらに消費者教育の充実10 

を図り、消費者行政を総合的に推進します。 11 

 12 

２ 目指す姿 13 

 14 

１の基本理念のもと、すべての県民が消費者としての基本的な権利を確立し、安全・15 

安心な消費生活を営むことができるようにするためには、消費者団体や事業者団体等、16 

地域の多様な主体と行政が、それぞれの強みを生かして連携することが必要です。 17 

また、県民一人一人が消費者としての「自立」の力を身に付けるだけに止まらず、よ18 

り良い社会、公正で持続可能な社会の形成に積極的に参画することは、消費者教育推進19 

法に盛り込まれた「消費者市民社会」の構築につながるものです。 20 

＜目指す姿＞ 

みんなで学び、つくる滋賀の消費者安全・安心社会 

①基本的な需要が満たされること 

消費者の８つの権利 

②健全で質の高い環境の下で消費生活 
を営むこと 

③商品または役務によって生命、健康 
および財産を侵されないこと 

④適正な質を有し、適正な表示のされ 
ている商品または役務の提供を受け
ること 

⑤商品または役務について消費者の自
主的かつ合理的な選択の機会が確保 
されること 

⑥必要な情報および教育の機会が提供 
されること 

⑦不当に受けた被害から適切かつ迅速 
に救済されること 

⑧消費者施策に消費者の意見が反映さ 
れること 
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第４次計画では、基本的に第３次計画の内容を継承し、令和４年 4 月に実施される成1 

年年齢引下げ等、社会情勢の変化に対応しながら、さらに消費者教育を推進する必要が2 

あります。このため、「みんなで学び、つくる滋賀の消費者安全・安心社会」を目指す3 

姿として施策推進の基本方針を定め、施策の着実な推進を図ります。 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

３ 基本方針 11 

前述の基本理念および目指す姿の実現に向けて、また、消費者を取り巻く現状等を踏12 

まえた消費者施策を推進するための基本的な方向として、次の３つの基本方針を掲げ、13 

それぞれに重点施策を設けることにより、計画の着実な推進を図ります。 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

30 

 

基本方針Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援 

重点施策４ 主体的な消費行動を促進する消費生活情報の発信・啓発 

重点施策５ 消費者の特性に応じた体系的な消費者教育・学習の推進 

重点施策６ 持続可能な社会を目指した消費者行動の推進 

基本方針Ⅰ 安全・安心な消費生活の確保 

重点施策１ 消費者取引の適正化 

重点施策２ 商品･サービスの安全性の確保 

重点施策３ 生活関連物資およびサービスの安定供給 

基本方針Ⅲ 消費者被害の防止と救済 

重点施策７ 消費生活相談体制の充実強化 

重点施策８ 社会的に不利な立場にある方への支援 

重点施策９ 法令違反事業者等への指導強化 

【消費者市民社会】 

消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、自らの消費生活に

関する行動が現在および将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし

得るものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会                 

（消費者教育推進法第２条） 
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第４章 消費者施策の展開                                   1 

 2 

基本方針Ⅰ  安全・安心な消費生活の確保             3 

県民の安全・安心な消費生活を確保するためには、消費者と事業者間の、情報量等の4 

格差の是正を図り、公正な商取引を確保する必要があります。 5 

また、消費者がより主体的で豊かな消費生活を営むためには、消費者が自主的かつ合6 

理的に商品やサービスを選択できる十分な情報が、適切な広告や表示により提供される7 

など、取引が適正に行われる環境を整備することが必要です。 8 

さらに、消費者が商品・サービスにより生命や身体および財産に被害を受けることな9 

く安心して生活するためには、衣食住をはじめとする生活に関わる商品やサービスの安10 

全性が確保され、消費者事故や消費者被害が発生した場合には迅速に情報が消費者に提11 

供されることが重要です。 12 

消費者の安全・安心の確保は、消費者の利益の擁護・増進に最も基本的な施策である13 

ことから、各種法令に基づく事業者指導や消費者事故の情報提供等により、消費者が安14 

心して商品やサービスの提供を受けることができるよう取り組みます。 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

■基本方針Ⅰ ＳＤＧｓのゴール・ターゲットとの関連 26 

ゴール ターゲット 重点施策 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び

栄養改善を実現し、持続可能な農業

を促進する 

 

2.1 飢餓を撲滅し、安全で

栄養のある食料を得られる

ようにする 

重点施策２ 商品･サー

ビスの安全性の確保 

持続可能な生産消費形態を確保する 

 

12.３ 持続可能な開発お

よび自然と調和したライフ

スタイルに関する情報と意

識をもつようになる 

重点施策３ 生活関連物

資およびサービスの安

定供給 

 

重点施策１ 消費者取引の適正化 

（１）取引等の適正化 
 （２）広告・表示等の適正化 

重点施策２ 商品･サービスの安全性の確保 

（１）商品・サービスの安全性の確保 
（２）食の安全・安心の確保 
（３）消費者事故情報等の収集・提供 

重点施策３ 生活関連物資およびサービスの安定供給 

基本方針Ⅰ 安全・安心な消費生活の確保 
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持続可能な開発のための平和で包摂

的な社会を促進し、すべての人々に

司法へのアクセスを提供し、あらゆる

レベルにおいて効果的で説明責任の

ある包摂的な制度を構築する 

16.ｂ 差別のない法律、規

則、政策を推進し、実施す

る 

16.10 情報への公共アク

セスを確保し、基本的自由

を保障する 

重点施策１ 消費者取引

の適正化 

重点施策３ 生活関連物

資およびサービスの安

定供給 

 1 

 2 

重点施策１ 消費者取引の適正化 3 

（１）取引等の適正化 4 

消費者と事業者との間の公正な商取引を確保し、消費者が適切な商品やサービスの選5 

択ができ、消費者被害を防止するため、法令に違反する行為を行っている事業者や、特6 

定商取引法等の法令についての認識が不十分なまま法令違反のおそれのある行為を行っ7 

ている事業者に対しては、特定商取引法や消費者安全法等に基づき、事業者の指導監8 

督・立入検査等を行います。あわせて、法律の改正等に当たってはわかりやすい情報提9 

供に努めるとともに、消費者関連法遵守のための注意等を適時行い、事業者からの特定10 

商取引法等に関する相談に対し、助言等を行うことにより、取引等の適正化を図りま11 

す。 12 

【具体的な取組】 13 

実施取組 取組の内容 

特定商取引法・消費生活条例

の適正運用 

特定商取引法や消費生活条例に基づく事業者指導を積極的

に行い、悪質事業者に対する指導等の強化を図ります。複

数の府県にまたがる消費者被害も多発していることから、

国や他の都道府県との連携を図り、事業者指導の効果を高

めます。 

割賦販売法の適正運用 割賦販売法に基づき、事業者に対し立入検査を実施し、指

導監督を行います。 

貸金業者の指導監督 貸金業法に基づき、貸金業者の業務の適正な運営の確保お

よび資金需要者等の利益の保護を図るため、指導や立入検

査を実施します。 

建設業者の指導監督 建設業を営む者の資質の向上等を図ることにより、建設工

事の適正な施工を確保するとともに、住宅瑕疵担保履行法

に基づき、建設業者に係る特定住宅瑕疵担保責任を金銭的

に担保し、発注者の保護を図ります。 

宅地建物取引業者の指導監督 宅地建物取引業務の適正化を図るため、宅地建物取引業法

に基づき業者に対する指導監督を行うことにより、公正な

取引の確保と消費者の保護を図ります。 

健康福祉サービス評価システ

ムの推進 

健康福祉サービスの質の向上と利用者のサービス選択に資

するため、自己評価を促進するとともに、評価調査者養成

研修や評価機関の認証などを行い、第三者評価の実施に取

り組みます。 

 14 

 15 

 16 
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（２） 広告・表示等の適正化 1 

広告や表示は、消費者が商品の購入やサービスの利用の際に、合理的で適切な選択を2 

行うための基礎となる情報であることから、事業者に対し調査や指導、立入検査を実施3 

するとともに、適正な広告や表示の仕方について情報提供等を行うなど、広告・表示の4 

適正化を図ります。 5 

特に、食品表示等の不正事案の多発を受けて景品表示法が改正され、事業者側には表6 

示管理体制の強化が求められ、県には措置命令等の権限が付与されています。不適正な7 

表示を行う事業者に対して、行政処分や指導を適切に実施していく必要があります。 8 

【具体的な取組】 9 

実施取組 取組の内容 

景品表示法に基づく表示指導 景品表示法に基づき、適正な広告・表示を行うよう事業者

に対する指導を強化します。また、景品表示法に関する説

明会を開催する等、法や制度の周知により、表示の適正化

を図ります。 

食品表示法に基づく表示指導 原材料名や期限表示、食品添加物およびアレルゲン等の表

示について、食品の製造・販売施設への立入検査等を行

い、表示の適正化を図ります。 

家庭用品品質表示法に基づく

表示指導 

家庭用品品質表示法に基づき、立入検査の実施や販売業者

等に対する表示事項遵守の指示を行うことにより、家庭用

品の品質に関する表示の適正化を図ります。 

米穀の適正流通の推進 米穀の出荷販売事業者等への巡回調査・指導を行うことに

より、主要食糧法および米トレーサビリティ法に基づく米

穀の適正流通の推進を図ります。 

計量法に基づく検査等 取引証明に使用する計量器（はかり）の定期検査の実施や

商品量目（内容量）の立入検査等を行うことにより、正確

な計量の確保に努めるとともに、適正計量の周知徹底を図

ります。 

 10 

重点施策２ 商品･サービスの安全性の確保 11 

（１）商品・サービスの安全性の確保 12 

商品やサービスの安全性の確保は、消費者が安心して消費生活を送るための重要な事13 

項です。各種法令に基づく立入調査等を実施するなど、庁内各部署と連携して消費者の14 

安全・安心対策に取り組みます。 15 

【具体的な取組】 16 

実施取組 取組の内容 

危険物・高圧ガス等に対する

保安対策 

・危険物の貯蔵・取扱いおよび消防設備機器の安全を図る

ため、講習会等を実施します。 

・高圧ガス（ＬＰガス等）による災害を防止するため、事

業所・販売店に対する立入検査や保安講習会の開催等を実

施します。 

・火薬類による事故の防止や、粗悪な電気用品（工事）等

による危害を防止するため、販売店等に対し、立入検査や

保安講習会の開催等を実施します。 
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消費生活用製品の安全の確保 特定製品の販売業者や特定保守製品の取引事業者に対して

立入検査を行うなど、消費生活用製品の安全を確保するよ

う努めます。 

びわ湖材産地証明事業 県内産木材が適正に消費者に提供されるよう、県産木材取

扱業者の審査・認定・登録、登録業者への指導・検査、産

地証明、流通量の把握、情報の提供、普及啓発等を行うこ

とにより、安心と信頼の分別・表示管理システムの運用に

努めます。 

家庭用品安全対策の推進 有害物質を含有する家庭用品について監視および検査を行

い、健康被害の防止に努めます。 

建築物等の安全対策 構造・設備・敷地・用途が適法な建築物が提供されるよ

う、建築士事務所や建築工事事業者、指定確認検査機関等

に対する講習会を開催するとともに、建築基準法に定める

中間検査や完了検査、定期点検の実施等にかかる指導を実

施します。 

医薬品等の安全の確保 

 

消費者に有効かつ安全な医薬品等を供給するため、医薬品

製造業者等に対する監視指導の実施や、医薬品等の品質検

査を行います。 

医療サービスの安全の確保 医療安全や医療機関に関する相談に対応し、患者・家族
と医療関係者・医療機関との信頼関係の構築を支援しま
す。 

毒物劇物の安全対策 

 

毒物劇物による保健衛生上の危害防止を図るため、毒物
劇物営業者等に対する監視指導等を実施します。 

生活衛生施設等の監視指導 生活衛生営業施設および遊泳用プールが衛生的に整備管
理されるよう、生活衛生営業施設等に対する許可・確
認・検査および立入検査・指導を行います。 

（２）食の安全・安心の確保 1 

「食」は、命と健康に直結するものであり、食の安全は県民が安心して健康に暮らし2 

ていくためには欠かすことができない問題です。 3 

食中毒の予防や食品の衛生管理、食品添加物の検査等を行うととともに、消費者・事4 

業者に対し食品衛生知識の向上を図り、食の安全・安心の確保に取り組みます。 5 

【具体的な取組】 6 

実施取組 取組の内容 

食の安全確保推進事業 食の安全・安心を確保するため、食の安全情報の提供やシ

ンポジウム・意見交換会等の開催などにより食品衛生知識

の向上を図るとともに、夏期・年末の食品一斉取締りや、

食中毒予防一斉監視指導等を行います。 

食の安全・安心強化対策事業 食の安全・安心事業を強化するため、大規模な食中毒を想

定した模擬訓練、飲食店等の自主衛生管理の推進、消費者

の意向を反映した買い上げ検査と情報提供を実施します。 

食中毒予防対策事業 食中毒予防知識の向上を図るとともに、食中毒発生時の疫

学調査を実施し、原因の追及と拡大・再発の防止に努めま

す。 

食品・添加物試験検査事業 食品、添加物等の規格基準検査や農畜産物の残留農薬検

査、アレルゲン含有食品の検査、遺伝子組換え食品の検査

等を行い、県民に提供される食品の安全確保に努めます。 
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食品表示法に基づく表示指導 原材料名や期限表示、食品添加物およびアレルゲン等の表

示について、食品の製造・販売施設への立入検査等を行

い、表示の適正化を図ります。 

食肉衛生検査事業 と畜場に搬入される獣畜に対して、と畜検査員による検査

を行うとともに、関係業者への衛生指導・検査を行い食肉

の安全確保を図ります。 

食鳥肉衛生対策事業 食鳥処理場の衛生確保および食鳥検査方法の向上に努め、

食鳥肉の安全確保を図ります。 

食品安全監視センター事業 

 

特定食品等製造等施設に対して、HACCP の適切な運用管理

を指導することにより、食品等事業者の衛生管理レベルの

維持・向上を図ります。 

農業生産工程管理手法（ＧＡ

Ｐ）普及促進事業 

県産農産物に対する消費者の信頼を高めるため、県産農産

物の安全性の確保等を目指して、農業生産工程管理（ＧＡ

Ｐ）手法の普及に努めます。 

環境こだわり農産物認証制度

の運営 

化学合成農薬、化学肥料の使用量を慣行の５割以下に減ら

し、かつ農業濁水の流出を防止するなど琵琶湖をはじめと

する環境への負荷を減らした技術で栽培された農産物を｢環

境こだわり農産物｣として県が認証し、生産者が自身の取り

組みを伝えることにより、消費者の商品選択の判断に役立

てます。 

しがの米麦大豆安全安心確保

事業 

実需者・消費者の安心感を確保するため、米・麦・大豆の

品質調査（安全分析）を行い、生産者および生産者団体に

対して改善対策を指導します。 

生産物の安全対策の推進 農薬や動物用・水産用医薬品、家畜用飼料について、適正

な使用がなされるよう立入検査や巡回指導を実施します。 

 1 

（３）消費者事故情報等の収集・提供 2 

県民の生命、身体に危害が及ぶ恐れのある商品やサービスについて、PIO
パイオ

-NET
ネット

（全国3 

消費生活情報ネットワーク・システム）等により情報収集を行うとともに、リコール情4 

報、注意喚起情報および重大事故情報等を消費者への周知を図ります。 5 

【具体的な取組】 6 

実施取組 取組の内容 

リコール情報・重大事故情報

等の収集・提供 

PIO-NET（全国消費生活情報ネットワーク・システム）等か

らの情報を通じて、リコール情報、注意喚起情報および重

大事故情報等を広く収集し、各種媒体を通じて速やかな提

供、周知を図ります。 

消費生活用製品の安全の確保 特定製品の販売業者や特定保守製品の取引事業者に対して

立入検査を行うなど、消費生活用製品の安全を確保するよ

う努めます。 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 
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重点施策３ 生活関連物資およびサービスの安定供給 1 

豊かで安定した県民生活のためには、物価が安定し、物資が安定的に供給される必要2 

があります。県民の生活に必要な物資およびサービス（生活関連物資等）について、大3 

規模な災害発生等、価格高騰の恐れがある緊急時には、生活関連物資の調査を行い、市4 

場の状況を把握します。 5 

また、生活関連物資の価格が高騰した際に、買占めや売惜しみなど安定した供給を阻6 

害する不適正な行為が行われた場合には、関係法令や条例に基づき、不適正な行為の是7 

正を勧告するなど、生活関連物資の安定した供給の確保に努めます。 8 

【具体的な取組】 9 

実施取組 取組の内容 

物価情報に関する統計情報の

提供 

消費生活上重要な商品の小売価格およびサービスの料金を

調査し、消費者物価指数として公表します。また、定期的

に消費者物価指数等の情報提供を行い、物価動向の周知を

図ります。 

  10 
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基本方針Ⅱ  「自ら考え行動する」消費者になるための支援               1 

インターネット関連の消費者問題の増加や悪質商法の手口の多様化により、消費者被2 

害は若者から高齢者まであらゆる年代に発生しています。消費者が消費生活に関する知3 

識を習得し、適切な行動に結びつける実践的能力を育成するため、ライフステージや消4 

費者の特性等に応じた消費者教育・学習を推進します。 5 

消費者教育・学習の推進にあたっては、「消費者の自立の支援」と「消費者市民社会6 

の形成」を基本的な考え方として、消費者が、消費生活に関する知識を習得し、適切な7 

行動に結びつける能力と態度を身に付けることができるよう、また、持続可能社会の実8 

現のため、消費者が消費行動を通じて、より良いくらし、より良い社会の形成に主体的9 

に参画し、発展に寄与できるよう積極的に支援します。 10 

消費者教育を推進することにより、連携・協働（つながり）による消費者市民社会の11 

形成を図り、「より良いくらし、より良い社会の発展のために行動する消費者を育成」12 

することを目指します。 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

重点施策４ 主体的な消費者行動を促進する消費生活情報の 
発信・啓発 

（１）消費者の特性に配慮した情報発信・啓発 
（２）災害発生・感染症拡大等緊急時の情報発信・啓発 
（３）インターネット等に関連する消費者行動への対応 

重点施策５ 消費者の特性に応じた体系的な消費者教育・学習の推進 

（１）消費者教育・学習の機会拡大と体系的な消費者教育の推進 
（２）若年者向け消費者教育の強化 
（３）特性に応じた消費者教育 
（４）消費者教育の担い手（人材）の育成と支援 

重点施策６ 持続可能な社会を目指した消費者行動の推進 

（１）エシカル消費の推進 
（２）環境に配慮した消費者行動の推進 
（３）環境学習・環境保全活動の支援 
（４）消費者市民社会の構築に向けた気運づくり 

基本方針Ⅱ 「自ら考え行動する」消費者になるための支援 
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■基本方針Ⅱ ＳＤＧｓのゴール・ターゲットとの関連 1 

ゴール ターゲット 重点施策 

あらゆる場所のあらゆる

形態の貧困を終わらせる 

 

 

 

1.5 脆弱層の人々の強靭

性を構築する 

重点施策４ 主体的な消費

者行動を促進する消費生

活情報の発信・啓発 

すべての人に包摂的かつ

公正な質の高い教育を確

保し、生涯学習の機会を

促進する 

 

 

 

4.5 脆弱層が教育や職業

訓練に平等にアクセスで

きるようにする 

4.7 教育をとおして持続

可能な開発に必要な知

識・技能を得られるように

する 

重点施策５ 消費者の特性

に応じた体系的な消費者

教育・学習の推進 

重点施策６ 持続可能な社

会を目指した消費者行動

の推進 

包摂的かつ持続可能な経

済成長及びすべての人々

の完全かつ生産的な雇用

と働きがいのある人間ら

しい雇用を促進する 

 

８.７ 強制労働・奴隷制・人

身売買を終わらせ、児童

労働をなくす 

重点施策６ 持続可能な社

会を目指した消費者行動

の推進 

各国内及び各国間の不平

等を是正する 

 

 

10.2 すべての人の能力

を強化し、社会・経済・政

治への関わりを促進する 

重点施策５ 消費者の特性

に応じた体系的な消費者

教育・学習の推進 

持続可能な生産消費形態

を確保する 

 

 

 

12.8 持続可能な開発お

よび自然と調和したライフ

スタイルに関する情報と意

識をもつようにする 

重点施策６ 持続可能な社

会を目指した消費者行動

の推進 

持続可能な開発のための

平和で包摂的な社会を促

進し、すべての人々に司

法へのアクセスを提供し、

あらゆるレベルにおいて

効果的で説明責任のある包摂的な制度

を構築する 

16.7 適切な意思決定を

確保する 

16.10 情報への公共アク

セスを確保し、基本的自由

を保障する 

重点施策４ 主体的な消費

者行動を促進する消費生

活情報の発信・啓発 

 2 

  3 
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 1 

 2 

 3 

消費者が自主的かつ合理的な判断のもとに商品やサービスを選択し、安全・安心な消4 

費生活を送るためには、悪質商法の手口や消費者事故情報など、消費者に必要な情報を5 

迅速に提供されること、また、消費者が必要とする時に簡単に入手できることが求めら6 

れます。消費者が消費生活に関する情報を収集しやすい環境を整えるとともに、身近な7 

消費者問題について関心を持てるような啓発を行います。 8 

また、災害発生時など消費者が消費生活において不安を抱くような社会情勢下では、9 

消費者が混乱を来すことのないよう、迅速で適切な情報提供に努めます。 10 

 11 

(１)  消費者の特性に配慮した情報発信・啓発 12 

消費者が自主的かつ合理的に商品やサービスを選択できるよう、関係機関と連携し13 

て 、高齢者、若年者、障害者、外国人等年齢や特性に応じた的確な情報発信・啓発を14 

行います。 15 

特に、重点施策８で後述する、社会的に不利な立場にある高齢者等への支援を行う際16 

には、関係団体等と連携して効果的な啓発を行います。 17 

情報発信にあたっては、最新の消費生活相談状況に応じて、現在消費者が必要とする18 

内容を提供します。 19 

【具体的な取組】 20 

実施取組 取組の内容 

消費者にわかりやすい情報の

発信 

幅広い世代に対する消費者啓発とともに、高齢者、若者、

障害者、外国人など、その年齢層や特性に応じた媒体を活

用して、消費生活に関する情報を提供します。 

啓発資料等の作成および配布 消費者の年齢層や特性に応じ、様々な場面で活用できる啓

発資料等を作成・配布します。 

啓発資料等の貸出および情報

の提供 

消費者教育や啓発のために役立つ情報を県のホームページ

に掲載するとともに、教材等を希望者に貸し出します。 

 21 

（２）災害発生・感染症拡大等緊急時の情報発信・啓発 22 

災害や感染症拡大によるトラブルに対応した啓発を行い、消費者の不安を取り除くこ23 

とや、商品の品薄等に対する冷静な消費行動への呼びかけに努めます。 24 

あわせて、平時から災害に備える必要性や、災害時には正確ではないデマなどが発生25 

しやすいため、消費者が正確な情報を選択できるように日頃から啓発することが大切で26 

す。 27 

 28 

 29 

重点施策４ 主体的な消費者行動を促進する消費生活情報の 

発信・啓発 
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【具体的な取組】 1 

実施取組 取組の内容 

災害発生・感染症拡大等緊急

時の情報発信・啓発 

災害や感染症拡大による消費者トラブル未然防止のための

啓発を消費者の年齢層や特性に応じた媒体を活用して行い

ます。 

商品の品薄等が発生した場合、正しい情報に基づく冷静な

消費行動を周知します。 

平時から災害に備える必要性

の啓発 

平時から災害に備える必要性や、災害時の正確な情報の選

択について、日頃から消費者に啓発します。 

 2 

（３）インターネット等に関連する消費者行動への対応 3 

インターネットの利用や情報化の進展に伴う消費者トラブルについて情報発信・啓発4 

を行い、トラブルの未然防止に努めます。また、キャッシュレス決済など新たな決済方5 

法の普及に伴い、そのメリットと併せてリスクについて啓発を行います。 6 

【具体的な取組】 7 

実施取組 取組の内容 

インターネット等に関連した

消費者トラブルに関する情報

発信・啓発 

最新の消費者トラブルの状況に応じて、消費者被害の未然

防止のため、消費者の年齢層や特性に応じた媒体を活用し

て情報発信を行います。 

キャッシュレス決済など新た

な決済方法に関する啓発 

最新の決済方法について、メリットと併せてリスクについ

て、広報誌や関係団体と連携した講座において啓発しま

す。 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

平成24年12月に施行された消費者教育推進法では、「消費者教育」および「消費者市13 

民社会」の定義が示され、消費者教育の推進にあたっては、幼児期から高齢期までの各14 

段階に応じて体系的に行われるとともに、年齢や障がいの有無等の特性、学校、地域、15 

家庭、職域等の場の特性等に応じた適切な方法により、多様な主体や他施策と連携を図16 

りつつ効果的に行われなければならないこととされています。 17 

(１) 消費者教育・学習の機会拡大と体系的な消費者教育の推進 18 

誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、幼児期から高齢期までの各段階に応じ19 

た消費者教育を様々な場で受けることができる機会や学びあう機会を、幅広い主体と連20 

携しながら提供し、体系的教育を効果的に推進します。 21 

重点施策５ 消費者の特性に応じた体系的な消費者教育・学習の 

推進 
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消費者教育の推進にあたっては、消費生活センターを拠点として、多様な主体が連1 

携・協働した体制づくりを行い、様々な場における外部人材を活用した効果的な消費者2 

教育に取り組みます。 3 

このため、滋賀県消費生活センターに消費者教育コーディネーターを配置し、学校、4 

消費者団体、事業者・事業者団体、大学等と連携を図り、地域全体の消費者教育を推進5 

します。 6 

① 学校等における消費者教育の推進 7 

消費者被害に遭わない等「生きる力」を育むため、学習指導要領に基づき、学校等8 

における消費者教育を推進します。 9 

平成29年に小・中学校の学習指導要領が改訂され、小学校の社会科および家庭科、10 

中学校の社会科（公民的分野）および技術・家庭科（家庭分野）で消費者教育に関す11 

る内容の充実が図られました。 12 

小学校および中学校における消費者教育については、新学習指導要領が令和２年度13 

から令和４年度に順次実施されることを踏まえて、「生きる力」を育むという理念の14 

もと実施されています。 15 

このため、小・中学校においては、教育委員会と連携して作成・配布した副教材を16 

活用して、引き続き学校の消費者教育を支援します。 17 

平成30年には、高等学校の学習指導要領が改訂され、成年年齢引下げを踏まえ、公18 

民科および家庭科において、消費者教育に関する内容の充実が図られました。高等学19 

校における消費者教育については、令和４年４月１日から成年年齢引下げにより、保20 

護者の同意なしの契約取消しは18歳未満となることから、令和４年度より実施の新学21 

習指導要領家庭科では「持続可能な消費生活・環境」の分野を入学年次およびその次22 

の年次の２か年のうちに履修させることとなっています。令和２年度入学生から先行23 

実施し、若年層の消費者被害の防止・救済、自立した消費者として、適切な意思決定24 

に基づいて行動することや責任ある消費について考察し、工夫できるように取り組ん25 

でいます。 26 

このため、高等学校においては、教育委員会と連携し、高校生を対象とした消費者27 

庁作成教材「社会への扉」を用いた授業を県内すべての高等学校（特別支援学校の高28 

等部を含む）で行うことを目指します。また、教育委員会と連携し、研修会等を通じ29 

て、教員の消費者教育を支援します。 30 

また、消費者としてより社会との関連が深まり、経済活動の範囲も広がる大学生や31 

専修学校等の学生には、消費者問題に関する情報等を提供するとともに、大学等の設32 

置主体に対しては、消費者教育の自主的な取組が行われるよう促します。 33 

学校等の消費者教育の推進にあたっては、教育委員会や関係団体等との連携を図34 

り、今後の効果的な消費者教育について検討していきます。 35 
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 1 

【具体的な取組】 2 

実施取組 取組の内容 

学校における外部人材の活用 県消費生活センター等の相談員や弁護士等、消費者教育に

関する外部講師による出前講座を活用し、消費者教育を推

進します。 

消費生活に関する啓発資料の

提供や教材の作成 

消費生活に関する啓発資料や、学校等で使いやすい教材を

作成し、提供します。 

消費者教育を推進する教員へ

の支援 

教員等を対象に、消費者教育に関するモデル授業の実施

等、研修機会や実践事例情報を提供します。 

家庭における消費者教育の支

援 

幼児期の子どもやその保護者を対象に、ＰＴＡ研修会や親

子セミナーの場等を利用した講座等を実施します。 

消費者教育に関する情報提供 
国の関係省庁等が作成した教材や資料、先進事例等につい

て情報提供を行います。 

大学等に対する消費者教育推

進の要請 

大学等の学生を対象とした出前講座を実施します。 

消費者教育の重要性についての認識を共有できるよう、大

学等の設置者との意見交換等を通じて、消費者教育の自主

的な取組が行われるよう促します。 

消費生活に関する啓発資料等

の提供 
消費生活に関する啓発資料や教材を作成し、提供します。 

 3 

②地域や職域等における消費者教育の推進 4 

消費者の特性（高齢者、障害者等）に応じた消費者被害の状況や、自治会や老人会5 

などの地域や職域等の消費者教育を実施する場等を踏まえ、消費者被害の防止に向け6 

て、消費者の特性や様々な場に応じた方法で消費者教育を推進します。 7 

実施にあたっては、消費生活相談員や金融広報委員会と連携して出前講座等を行8 

い、地域のニーズにあわせた消費者教育に取り組みます。 9 

 10 

＜地域＞ 11 

【具体的な取組】 12 

実施取組 取組の内容 

高齢者等を対象とした講習会

等の実施 

老人会等への出前講座等、高齢者を対象とした効果的な講

習会等を実施します。 

高齢者等を対象とした効果的

な情報提供 

高齢者等の消費者被害状況等を踏まえ、関係団体や警察等

と連携して効果的な情報提供に努めるとともに、相談窓口

の周知を図ります。 

高齢者等を対象とした消費者

被害防止啓発等の実施 

県内の様々な場所において高齢者向けの消費者被害防止パ

ネル展等の啓発活動を行い、消費者被害の事例等について

情報提供を行います。 

高齢者等の見守り支援者の育

成 

民生委員・児童委員や介護関係者等地域の見守り支援者に

対して研修の機会を設け、消費者トラブル事例や対応策を

伝えることにより見守り意識の向上を図ります。 
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消費者被害の未然防止・拡大

防止に向けた各種広報の実施 

消費生活センターや公民館等の社会教育施設で消費生活講

座やセミナーを実施します。 

自治会や地域のグループ等を対象とした出前講座等を実施

します。 

関係団体と連携した消費者教

育の推進 

市町や関係団体との連携による消費者イベントや講演会、

啓発等を実施します。 

＜職域＞ 1 

【具体的な取組】 2 

実施取組 取組の内容 

事業者等に対する従業者への

消費者教育推進 

事業者に対して、消費生活に関する研修等の開催等、従業

者への消費者教育の推進を図ります。 

従業者の消費生活講座等への参加を呼びかけます。 

消費者志向経営等に関する情

報提供 

顧客の声を生かした消費者への情報提供を行うよう事業者

等に呼びかけます。 

事業者への消費生活に関する啓発資料や関連情報を提供し

ます。 

先進的な取組について、広くPRを行います。 

③多様な主体と連携した消費者教育の推進 3 

重点施策６で後述する持続可能な社会を目指した消費者行動の推進のためには、エ4 

シカル消費や、環境保全やそのために行われる環境学習は、持続可能な消費の実践を5 

目指す消費者教育との関わりが深く、また、食育は、食品ロスや食の安全性に関する6 

知識と理解を深めることなど、消費者教育との関わりが深いことから、これらと連携7 

を図ることで消費者教育の効果を高めます。 8 

そのほか、金融経済教育や法教育等、幅広く日常の消費生活に関連する教育に関す9 

る施策は、消費者教育と重なる部分が多くあることから、これらの教育に関わる関係10 

団体等とも連携しながら、取組を進めます。 11 

 12 

【具体的な取組】 13 

実施取組 取組の内容 

食育の推進 

滋賀県食育推進計画に基づき、子どもから大人までの生涯

にわたる食育、地域の食文化継承と環境と共生する滋賀な

らではの食育、県民との協働による食育運動の展開を行い

ます。 

食品ロス削減の推進 

（仮称）滋賀県食品ロス削減推進計画（策定中）に基づ

き、消費者、事業者、行政等の多様な主体が連携し、食品

ロス削減に取り組みます。 

エシカル消費の推進 

（重点施策６において後述） 

多様な主体と連携し、人や社会、環境、地域に配慮した消

費行動を推進し、エシカル消費を実践する消費者を育成し

ます。 
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金融広報委員会と連携した消

費者教育 

金融広報委員会の出前講座等と連携し、地域や職域におけ

る消費者教育を推進します。 

弁護士会と連携した消費者教

育 

弁護士会と共催し、弁護士や消費生活相談員を高校や特別

支援学校に派遣し、講演会を実施します。 

 1 

(２) 若年者向け消費者教育の強化 2 

令和４年４月の成年年齢引下げを見据え、学校現場等と連携し若年者向け消費者教育3 

を推進します。 4 

消費生活相談は20歳になると増加しており、悪質事業者が未成年者取消権が使えなく5 

なる20歳になったばかりの若年者をターゲットにしているためと考えられます。高校等6 

の出前講座で啓発していますが、今後も若年者への重点的な啓発が必要です。 7 

前述のとおり、教育委員会と連携し、高等学校等における学習指導要領に基づき行わ8 

れる消費者教育を支援します。 9 

地域や職域において、消費生活に関する講座等を実施し、若年者の消費者教育を支援10 

します。 11 

 12 

【具体的な取組】（再掲） 13 

実施取組 取組の内容 

学校における外部人材の活用 県消費生活センター等の相談員や弁護士等、消費者教育に

関する外部講師による出前講座を活用し、消費者教育を推

進します。 

消費生活に関する啓発資料の

提供や教材の作成 

消費生活に関する啓発資料や、学校等で使いやすい教材を

作成し、提供します。 

消費者教育を推進する教員へ

の支援 

教員等を対象に、消費者教育に関するモデル授業の実施

等、研修機会や実践事例情報を提供します。 

消費者被害の未然防止・拡大

防止に向けた各種広報の実施 

消費生活センターや公民館等の社会教育施設で消費生活講

座やセミナーを実施します。 

自治会や地域のグループ等を対象とした出前講座等を実施

します。 

関係団体と連携した消費者教

育の推進 

市町や関係団体との連携による消費者イベントや講演会、

啓発等を実施します。 

事業者等に対する従業者への

消費者教育推進 

事業者に対して、消費生活に関する研修等の開催等、従業

者への消費者教育の推進を図ります。 

従業者の消費生活講座等への参加を呼びかけます。 

 14 

 15 

 16 
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(３) 特性に応じた消費者教育 1 

高齢者や障害者等の消費者被害の状況を踏まえ、消費者の特性に応じた方法で消費者2 

教育を推進します。 3 

 4 

【具体的な取組】（再掲含む） 5 

実施取組 取組の内容 

高齢者等を対象とした講習会

等の実施 

老人会等への出前講座等、高齢者を対象とした効果的な講

習会等を実施します。 

高齢者等を対象とした効果的

な情報提供 

高齢者等の消費者被害状況等を踏まえ、関係団体や警察等

と連携して効果的な情報提供に努めるとともに、相談窓口

の周知を図ります。 

高齢者等を対象とした消費者

被害防止啓発等の実施 

県内の様々な場所において高齢者向けの消費者被害防止パ

ネル展等の啓発活動を行い、消費者被害の事例等について

情報提供を行います。 

高齢者等の見守り支援者の育

成 

民生委員・児童委員や介護関係者等地域の見守り支援者に

対して研修の機会を設け、消費者トラブル事例や対応策を

伝えることにより見守り意識の向上を図ります。 

特別支援学校における消費者

教育の推進 

特別支援学校で活用できる冊子を活用し、特別支援学校で

の消費者教育を支援します。 

外国人向け消費生活に関する 

情報提供 

外国人向け相談窓口と連携し、広報紙やＳＮＳ等を活用

し、トラブル防止のため、契約に関する消費生活情報な

ど、多言語による注意喚起を図ります。 

 6 

(４) 消費者教育の担い手（人材）の育成と支援 7 

県民誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で消費者教育を受けるこ8 

とができるためには、学校や地域、職域等で消費者教育を実施できる担い手が必要で9 

す。そのため、消費生活センターを消費者教育を担う人材育成の拠点として位置づけ、10 

消費者講座等の講師を務めることが多い消費生活相談員等への研修等の充実を図りま11 

す。また、学校における消費者教育を担う教員に対して、研修会等を通じた教育能力の12 

向上を図ります。教育能力の向上にあたっては、消費者庁新未来創造戦略本部の先進的13 

な取組を参考に教員を支援します。また、教員を国民生活センターの研修に派遣し、教14 

育能力の向上を図ります。 15 

そのほか、消費者団体その他の関係機関に対し、消費者教育を担う人材の育成等につ16 

いての自主的な取組を促すなど、幅広い人材の育成に努めるとともに、大学等と連携し17 

て学生等の地域の消費者教育活動への積極的な参画を促進します。 18 

また、専門人材の育成・支援とあわせて、消費者講座への参加者等を対象に、自らの19 

学習を周囲への啓発や高齢者等への見守りに活かしてもらうよう働きかけるなど、消費20 

者教育のすそ野の広がりも目指します。 21 
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【具体的な取組】 1 

実施取組 取組の内容 

消費生活に係る人材の育成 消費生活に関する講座の実施等により、専門資格の取得や

消費生活に関わる人材の育成を支援します。 

消費者教育の拠点整備 消費生活センターが消費者教育の普及啓発および人材育成

の拠点となるよう検討を進めます。 

学校における人材育成 学校における消費者教育の向上を図るため、教員等を対象

とした消費者教育に関する研修や講座等を実施します。 

消費者庁新未来創造戦略本部の先進的な取組を参考に教員

を支援します。 

教員を国民生活センターの研修に派遣し、教育能力の向上

を図ります。 

地域・職域における人材育成 地域や職域における人材の育成のため、研修会や講座を通

じた地域力の向上に取り組みます。 

大学における人材育成の検討 大学等と連携した人材育成の取り組みについて検討しま

す。 

 2 

 3 

重点施策６ 持続可能な社会を目指した消費者行動の推進 4 

ＳＤＧｓの 12 番目の目標「つくる責任つかう責任」をはじめとした、持続可能な観5 

点で消費行動を実践する消費者を育成し、持続可能な社会を目指します。 6 

このため、多様な主体と連携して、エシカル消費や環境に配慮した消費行動を推進7 

し、消費者市民社会の構築に向けた機運づくりに努めます。 8 

（１）エシカル消費の推進 9 

日本の経済全体（ＧＤＰ:国内総生産）の約６割が家計からの支出であり、個人の消10 

費が社会に与える影響は決して小さなものではありません。消費者が「人を傷つけない11 

もの」「環境に配慮したもの」を選べば、それらをつくった企業を応援することにな12 

り、それらの企業は「より人を傷つけない」「もっと環境に配慮した」商品やサービス13 

を提供するようになります。消費者は自らの行動が社会全体に大きな影響を与えている14 

ことに理解を深め、行動を選択していくことが大切です。 15 

ＳＤＧｓの 12 番目の目標「つくる責任つかう責任」をはじめ、ＳＤＧｓがめざす持16 

続可能な社会を構築するため、人や社会、環境、地域に配慮した消費者行動を推進し、17 

エシカル消費（倫理的消費）を実践する消費者を育成します。 18 

エシカル消費は様々な取組と関連するため、関係機関等、多様な主体と連携し、分か19 

りやすい啓発を行います。 20 

 21 

 22 

 23 

 24 
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【エシカル消費の主な具体例】 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

（２）環境に配慮した消費者行動の推進 20 

滋賀県では、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、「環境総21 

合計画」を策定していますが、平成 31 年３月策定の「第五次滋賀県環境総合計画」で22 

は、目指す将来の姿を「琵琶湖をとりまく環境の恵みといのちを育む持続可能で活力あ23 

ふれる循環共生型社会」としており、その将来像を実現するため、計画の目標を「環境24 

と経済・社会活動をつなぐ健全な循環の構築」としています。目標の達成に向けて「共25 

生」「守る・活かす・支える」「協働」の３つの視点を通して、「琵琶湖をとりまく環26 

境保全と自然の恵みの活用」、「気候変動への対応・環境負荷の低減」、「持続可能な27 

社会を支える学びと暮らしの定着」、「国際的な協調と協力」の４つの施策の柱のも28 

と、10 の分野ごとに取組を進めています。 29 

また、豊かな食生活の裏側で生じている食品ロスも問題になっています。日本の米の30 

年間収穫量（平成 29 年．約 780 万トン）の約 78％にも匹敵する食品ロス（平成 29 年31 

度推計で年間約 612 万トン）の約半分は家庭から発生しています。また、食品関連事業32 

者から発生する食品ロスについても、その背景には、消費者側の鮮度や品質に対する過33 

度な意識があると考えられることから、消費者が食品ロス削減に対する認識を深められ34 

るような啓発が必要です。令和元年 10 月には「食品ロスの削減の推進に関する法律」35 

が施行され、本県においても、食品ロス削減に向けた様々な取組を「三方よし‼でフー36 

人や社会への配慮 

・福祉作業所などの製品を買う 

・フェアトレード製品を選ぶ 

・寄附付き商品を選ぶ 

地域への配慮 

・被災地の産品を買う（応援消費） 

・地元で買い物をする（地域の活性化） 

・地元の産品を買う 

（地産地消、輸送エネルギーの削減） 

・伝統工芸品を手にとってみる 

環境への配慮 

・出かけるときにはマイバッグ、マイボトルを持っていく 

・必要なものを必要な分だけ買う（食品ロス削減） 

・リユース、リサイクルできるものを選ぶ 

・使い捨てのものより、長く使えるかを重視して選ぶ 

・包装の少ないものやつめかえ品など、ごみの出にくいものを選ぶ 

・グリーン購入、エシカル消費の目印になるマーク（認証ラベル）のある商品を選ぶ 

・近いところなら、自転車や徒歩で出かける 
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ドエコ・プロジェクト」として展開しているほか、令和●年●月には「滋賀県食品ロス1 

削減推進計画」（令和２年度～令和７年度）が策定予定です。（計画策定時修正） 2 

なお、滋賀県の食に関する施策については、「滋賀県食の安全・安心推進計画」や3 

「滋賀県食育推進計画」により、食の安全・安心の確保や食育について、総合的かつ計4 

画的に推進をしています。 5 

前述のエシカル消費の推進とあわせて、CO２削減やグリーン購入、プラスチックごみ6 

削減、食品ロス削減など、環境に配慮した消費者行動の推進に努めます。 7 

 8 

【具体的な取組】 9 

実施取組 取組の内容 

地球温暖化対策推進事業 ・家庭での節電やCO2排出削減行動の実践、定着を図るた

め、市町等と連携した節電・省エネ提案会を実施します。 

・民間団体の地域における低炭素社会づくりに関する活動

の促進を図ります。 

スマート・エコハウス普及促

進事業 

家庭においてエネルギーを「減らす」「創る」「賢く使

う」取組を総合的に広めるため、個人の既築住宅におい

て、太陽光発電や蓄電池、高効率給湯器等の「スマート・

エコ製品」を設置する取組に対して補助を行います。 

食品ロス削減の推進 

（仮称）滋賀県食品ロス削減推進計画（策定中）に基づ

き、消費者、事業者、行政等の多様な主体が連携し、食品

ロス削減に取り組みます。 

ごみゼロしが推進事業 消費者、事業者、行政が一体となって買い物によって生じ

るごみの削減を推進するため、マイバッグ携帯や食品ロス

削減、グリーン購入等について広く普及啓発を行います。 

滋賀グリーン活動ネットワー

クの支援 

グリーン購入の実践促進、普及啓発、連携推進等を行う一

般社団法人滋賀グリーン活動ネットワークを支援し、本県

におけるグリーン購入の促進を図ります。 

 10 

（３）環境学習・環境保全活動の支援 11 

環境に配慮した消費者行動を推進するため、環境学習を推進するとともに、環境保全12 

活動の支援を行います。県では、環境学習の体系的・総合的および効果的な推進を図る13 

ことを目的として、「滋賀県環境学習推進計画」を策定しています。 14 

【具体的な取組】 15 

実施取組 取組の内容 

体系的な環境学習推進事業 ・環境学習の体系的・総合的な推進を図るため、幼児の自

然体験型環境学習や小・中・高等学校等におけるエコ・ス

クールの実践等を支援します。 

環境学習センター事業 ・琵琶湖博物館環境学習センターを拠点に、県民、ＮＰＯ

等、事業者等が取り組む環境学習が効果的に実施されるよ

う、環境学習に関する情報や交流機会の提供、環境学習関

連施設間の連携等の支援を行います。 
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低炭素社会づくり学習支援事

業 

地球温暖化問題に対する正しい知識の習得および省エネ行

動を促進するため、学校や地域における低炭素社会づくり

授業・講座を開催します。 

環境美化活動推進事業 環境保全に関する県民意識の高揚および実践のため、団体

が実施する環境美化活動を支援します。 

「びわ湖の日」活動推進事業 ７月１日「びわ湖の日」を中心に、県民等による環境への

関わりを促進します。 

地産地消の推進・環境こだわ

り農産物の消費拡大 

・農産物直売所の活性化、地場農産物の利用促進、卸売市

場を通じた地場農産物の流通促進など、地産地消を推進し

ます。 

・環境こだわり農業の理念や取組についての理解促進を図

り、その消費拡大を図ります。 

 1 

(４) 消費者市民社会の構築に向けた気運づくり 2 

滋賀県には、琵琶湖をはじめとする環境を守ってきた県民意識の高さと、過去から受3 

け継がれてきた実践行動の土壌があります。琵琶湖で大規模な赤潮が発生した昭和50年4 

代、琵琶湖を守るために県民が主体となって始まった「石けん運動」は、県民の意思の5 

強い表れであり、「商品の選択により、身近な水環境を守る」という、生活行動の中で6 

展開された実践行動の一つでした。これは、消費者の消費行動を通して社会を変える、7 

いわば“消費者市民”の先駆けともいえます。 8 

滋賀の地で脈々と受け継がれてきたこの歴史を踏まえ、市町や消費者団体、事業者9 

等、幅広い主体とそれぞれの専門や得意分野を活かしながら連携・協働を図り、より良10 

いくらし、より良い社会の形成に消費者自らが主体的に参画し、持続可能な社会の形成11 

に寄与できるよう積極的に啓発を行い、消費者市民社会の構築に向けた気運づくりに努12 

めます。 13 

【具体的な取組】 14 

実施取組 取組の内容 

市町や消費者団体、事業者、

関係団体等、幅広い主体と連

携した「消費者市民社会」に

関する情報提供や広報活動の

実施 

・消費生活等に関するイベントや講演会を通じた啓発を行

い、消費者市民社会の考え方について周知を図ります。 

・消費者、事業者、社会の三者「三方よし」の消費スタイ

ルを提案します。 

・環境学習、食育、金融教育、法教育、防災教育等と連携

した取組を進めます。 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

  15 

より良いくらし、より良い社会のために行動する消費者
～連携・協働（つながり）による消費者市民社会の形成を目指して～

消費者教育の機会拡大と体系的な消費者教育の推進

消費者教育の担い手（人材）の育成と支援

ライフステージに応

じた体系的な消費者

教育の推進

消費者の特性や場

の特性に応じた消

費者教育の推進

消費生活に関連す

る教育との連携推

進

消費者市民社会の実現

幅
広
い
主
体
と
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
取
組
の
推
進

消
費
者
市
民
社
会
の
構
築
に
向
け
た
気
運
づ
く
り

自立した

消費者
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 基本方針Ⅲ  消費者被害防止と救済               1 

消費生活の安定のためには、まず、悪質商法による消費者被害の未然防止と迅速かつ2 

適正な救済が求められますが、一人ぐらしの高齢者の増加や近隣との接触の希薄さな3 

ど、消費者被害に遭っても相談につながりにくい状況があります。 4 

相談を受ける消費生活相談窓口の体制も、市町により複数の専門相談員が配置されて5 

いる市の窓口もあれば、専門相談員がいない窓口など様々です。また、技術革新等によ6 

る商品やサービスの変化、取引形態の多様化、巧妙化する悪質業者の手口の出現などに7 

伴い、相談内容は複雑・多様化しており、新たに生じる消費者問題への機動的な対応が8 

求められます。 9 

県は、市町では対応が困難な専門的・広域的な事案について、それぞれの市町のニー10 

ズに合わせた支援を行いながら、市町と連携して消費生活相談および啓発、事業者指導11 

を実施していきます。また、必要に応じて弁護士等、専門家の力を活用します。 12 

特に、急速に増えている高齢者被害に対しては、被害金額が大きく高齢者の生活を脅13 

かし、社会全体に与える影響が大きいことから、高齢者等が悪質な事業者のターゲット14 

にならないよう、見守り活動を行う福祉関係団体等との連携に取り組みます。 15 

さらに特定商取引法や消費生活条例に違反する販売行為等を行う事業者に対しては行16 

政指導を行うとともに、被害の拡大防止のため消費者に対する情報提供を迅速に行いま17 

す。指導に従わない、もしくは詐欺的行為等を繰り返すような悪質事業者に対しては、18 

業務停止命令等の対応を、的確に行います。 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

重点施策７ 消費生活相談体制の充実強化 

（１）県の消費生活相談体制の充実強化 

（２）市町の消費生活相談体制の充実強化 

重点施策８ 社会的に不利な立場にある方への支援 

（１）的確な情報提供 
（２）見守り体制の充実強化 

重点施策９ 法令違反事業者等への指導強化 

基本方針Ⅲ 消費者被害の防止と救済 
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■基本方針Ⅲ ＳＤＧｓのゴール・ターゲットとの関連 1 

ゴール ターゲット 重点施策 

あらゆる場所のあら

ゆる形態の貧困を終

わらせる 

 

1.3 貧困層・脆弱層の人々

を保護する 

1.5 脆弱層の人々の強靭

性を構築する 

重点施策７ 消費生活相談

体制の充実強化 

重点施策８ 社会的に不利

な立場にある方への支援 

持続可能な開発のた

めの平和で包摂的な

社会を促進し、すべて

の人々に司法へのア

クセスを提供し、あらゆるレベルに

おいて効果的で説明責任のある包

摂的な制度を構築する 

16.4 組織犯罪をなくす 

16.ｂ 差別のない法律、規

則、政策を推進し、実施する 

重点施策９ 法令違反事業

者等への指導強化 

持続可能な開発のた

めの実施手段を強化

し、グローバル・パー

トナーシップを活性化

する 

17.17 効果的な公的・官

民・市民社会のパートナーシ

ップを推進する 

重点施策８ 社会的に不利

な立場にある方への支援 

 2 

 3 

重点施策７ 消費生活相談体制の充実強化 4 

消費者がトラブルにあったときに相談できる身近な消費生活相談窓口体制の充実・強5 

化を図ります。平成27年７月から消費生活相談ダイヤル（消費者ホットライン）は３ケ6 

タ化（１８８
い や や

番）されました。県内全域で相談窓口の認知度をさらに高め、利用向上に7 

つなげていきます。 8 

（１）県の消費生活相談体制の充実強化 9 

県消費生活センターが、県内の消費生活相談窓口の中核として、消費者被害の未然防10 

止・拡大防止のため、PIO-NETを活用した相談情報の早期集約と有効活用を図るととも11 

に、高度で複雑な相談を適切に処理できるよう、相談員のさらなるスキルアップを図り12 

ます。 13 

また、県全体としての問題解決能力の向上を図るため、市町の相談員や職員を対象と14 

した相談業務研修の充実に努めるとともに、県と市町の相互連携を深めていきます。 15 

あわせて、国と連携して消費生活相談員の担い手確保に努めます。 16 

 17 

 18 

 19 
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【具体的な取組】 1 

実施取組 取組の内容 

県消費生活センターの窓口機

能の強化 

・高度で複雑な相談を適切に処理できる相談対応技術の向

上を図ります。 

・インターネット相談を実施するなど、多様な相談体制を

図ります。 

・土曜日の相談対応を継続し、県民の利便性を図るととも

に、市町の相談体制を補完します。 

相談情報の早期の集約と有効

活用 

消費者被害の未然防止・拡大防止のため、市町と協力して

PIO-NET入力を迅速化し、蓄積された情報を早期に集約し、

その内容を県内各消費生活相談窓口や関係機関に迅速にフ

ィードバックするとともに、消費者への啓発や事業者指導

へと活用します。 

県・市町相談窓口の認知度向

上、利用促進 

広報紙やホームページ等を活用し、県内相談窓口のより一

層の周知を図り、窓口の利用を促進します。 

弁護士会等の専門機関等との

連携 

弁護士等専門家との連携による高度な相談に対応する体制

を強化します。 

また、必要に応じ、専門分野（建築・繊維・機械・電気・

化学・薬剤）の県消費生活センター兼務職員を活用する

他、医療安全相談室等の県の専門相談窓口と連携します。 

相談業務研修の充実 県内の相談員等を対象として、相談対応技術を向上させる

ための研修を企画・実施するなど、研修機会の充実を図り

ます。 

消費生活相談員の担い手確保 専門資格のある消費生活相談員の担い手を確保するため、

市町と連携して広報等を行い、資格取得を促進します。 

（２）市町の消費生活相談体制の充実強化支援 2 

「どこに住んでいても消費生活相談を受けられる体制づくり」に向けて、消費者にと3 

って最も身近な市町における消費生活相談窓口体制の維持および強化を図るため、市町4 

への適切な助言・指導等によるサポート、相談窓口間の情報共有の推進や、研修会開催5 

による相談員のスキルアップ等の支援を行います。 6 

【具体的な取組】 7 

実施取組 取組の内容 

市町の相談体制の充実強化へ

の支援 

・相談体制の整備に向けて、消費生活相談員の配置を促進

します。 

・相談対応技術向上のための研修を企画・実施するなど研

修機会を充実させ、市町相談員のスキルアップを図りま

す。 

・市町の相談担当者への巡回訪問支援を行います。 

・県消費生活センターに市町の消費生活相談窓口業務をサ

ポートする「市町ヘルプデスク」を設置し、市町単独では

処理が困難な事案の処理や、消費者啓発、事業者指導等、

新設の消費生活相談窓口を中心に市町の消費生活相談窓口

に対して必要な支援を行います。 

県および市町相談窓口の連携

強化、情報共有の推進 

相談対応事例や悪質事業者の新たな手口等の情報共有を推

進し、相談窓口間の連携を強化することにより、相談対応

の質的向上を図ります。 
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市町相談窓口の認知度向上、

利用促進 

広報紙やホームページ等を活用し、県内相談窓口のより一

層の周知を図り、窓口の利用を促進します。 

県と市町の連携による消費者

啓発の実施 
市町による啓発を行いやすくするため、消費者被害の未然

防止に関する広報紙を県と市町の連携版として作成し、デ

ータを市町に貸与します。 

 1 

 2 

重点施策８ 社会的に不利な立場にある方への支援 3 

高齢者や障害者、外国人等、情報が得にくく情報量が限られる、いわゆる情報弱者4 

や、生活や健康に不安を抱えている方等、社会的に不利な立場にある方は、消費生活上5 

特に配慮が必要です。 6 

特に、高齢者については、依然として消費者被害の相談が多いため、被害の未然防止7 

や被害の拡大防止のための情報提供、身近な支援者等との連携などの取組を進めます。8 

また、加齢や病気等による健康不安や判断能力の低下などにより、消費者トラブルに巻9 

き込まれる場合もあることから、未然防止・拡大防止を図るための取組を行う必要があ10 

ります。 11 

（１）的確な情報提供 12 

社会的に不利な立場にある方が、消費者被害に遭わないよう、講習会や出前講座等を13 

通じた啓発を強化します。また、事業者や福祉関係団体、警察等と連携して、消費者被14 

害に遭わないための対応策等を情報提供します。 15 

【具体的な取組】 16 

実施取組 取組の内容 

高齢者等を対象とした講習会

等の実施 

老人会等への出前講座等、高齢者を対象とした効果的な講

習会等を実施します。 

関係団体等との連携による効

果的な情報提供 

高齢者等の消費者被害状況等を踏まえ、高齢者等一人ひと

りに情報が行き届くよう、関係団体との協定や警察との連

携による効果的な情報提供に努めるとともに、相談窓口の

周知を図ります。 

高齢者等を対象とした消費者

被害防止啓発等の実施 

県内の様々な場所において高齢者向けの消費者被害防止パ

ネル展等の啓発活動を行い、消費者被害の事例等について

情報提供を行います。 

警察と連携した特殊詐欺に関

する情報提供 

特殊詐欺に関する発生情報を警察と消費生活センターが共

有し、多発が予想される手口等について迅速な情報提供を

行います。 

 17 

 18 

 19 
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（２）見守り体制の充実強化 1 

社会的な不利な立場にある方の消費者被害をくい止めるためには、地域包括支援セン2 

ターをはじめとした関係機関と連携し、家族や近隣住民をはじめ、民生委員・児童委員3 

や介護関係者、事業者等、日頃より関わりが深い人たちの見守りが重要となってきま4 

す。そのため、市町における福祉や防災分野などの既存のネットワークを活用した消費5 

者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）の設置を促進し、見守り体制充実のため6 

の支援を行います。国やすでに消費者安全確保地域協議会を設置した自治体を講師とし7 

て、協議会設置の具体的な方法や取組事例を情報提供するなど、地域の実情に応じた取8 

組が進むよう市町を支援します。 9 

また、高齢者や障害者が安心して暮らせるように、滋賀県社会福祉協議会を中心に、10 

権利擁護に関するさまざまな取組をしています。 11 

【具体的な取組】 12 

実施取組 取組の内容 

高齢者や障害者等の見守り体

制の整備促進 

民生委員・児童委員や介護関係者等、様々な機関・団体と

連携を強化し、高齢者等が消費者被害に遭わないよう見守

る体制の整備を働きかけることにより、被害の早期発見や

被害情報の迅速な把握につなげます。 

市町の見守り体制整備のため、国や他の自治体を講師とし

て、消費者安全確保地域協議会設置の具体的な方法や取組

事例を情報提供します。 

高齢者等の見守り支援者の育

成 

民生委員・児童委員や介護関係者等地域の見守り支援者に

対して研修の機会を設け、消費者トラブル事例や対応策を

伝えることにより見守り意識の向上を図ります。 

見守りのための資料の配布 消費者庁と連携し、見守り支援者・団体や、警察、見守り

講座参加者等に高齢者等を見守る際の注意点や専門家へつ

なぐための解説を記載した資料を配布します。 

警察と連携した特殊詐欺に関

する情報提供 

特殊詐欺に関する発生情報を警察と消費生活センターで共

有し、多発が予想される手口等について迅速な情報提供を

行います。 

「高齢者の消費者被害110

番」等の開設 

高齢者の特別相談電話を期間を設けて開設し、集中的に相

談窓口を周知すること等により、相談の掘り起こしを図り

ます。 

 13 

 14 

重点施策９ 法令違反事業者等への指導強化 15 

近年、詐欺的な行為等の違法行為を行う事業者や、行政機関から指導を受けたにも関16 

わらず同様の違反行為を繰り返す、あるいは社名を変えて違反行為を繰り返す悪質な事17 

業者等が後を絶ちません。こうした特に苦情相談の多い悪質事業者に対しては、国や他18 

都道府県、警察ともさらに緊密に連携し、行政処分や指導などの厳正な対処を行い、被19 

害の拡大防止と被害の未然防止を図ります。 20 

 21 
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【具体的な取組】 1 

実施取組 取組の内容 

特定商取引法に関する事業者

指導の強化 

専門検査員により、事業者への指導を適正に行うととも

に、違法行為を繰り返す事業者に対しては、行政処分を行

います。 

消費者被害に関する情報提供

体制の構築 

警察との連携を強化し、詐欺的な行為等による消費者被害

に関する情報提供体制を構築することにより、消費者被害

の未然防止につなげます。 

国・他都道府県との連携強化 国や他都道府県との連携を強化し、広域的に違法行為を行

う事業者に対しては、複数機関での情報共有を図るととも

に、同時に調査を行い、指導や行政処分を実施します。 

  2 
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 1 

第５章 関係機関・団体との連携強化等                 2 

 3 

社会的な課題が複雑・多様化している中、県民ニーズに応じた施策を展開する上で4 

は、行政がこれまでの公共的サービスのあり方を見直し、行政間の連携はもちろん、行5 

政以外の関係団体と連携・協働することがさらに重要になります。そのため、あらゆる6 

施策を展開する上で、連携や協働を意識して行うことが求められています。 7 

消費者問題の解決に向けては、行政機関や消費者団体・弁護士会等の関係団体が様々8 

な取組を行っていますが、これらの取組をより効果的に県内全域に広めていくため、関9 

係する機関や団体など、幅広い主体と情報共有を図り、それぞれの専門や得意分野を活10 

かしながら連携・協働していきます。 11 

 12 

１ 各基本方針を推進するための連携強化 13 

 基本方針Ⅰ  安全・安心な消費生活の確保            14 

消費者取引の適正化のための事業者指導にあたっては、消費者のからの相談等を受け15 

て、市町・庁内関係部局・警察と連携し情報収集等を行い、消費者庁など国の機関・他16 

都道府県と連携して調査・指導を行います。 17 

商品・サービスの安全性の確保については、事業者団体・消費者団体・庁内関係部局18 

等・国と連携のうえ、情報収集・調査を行い、消費者へ情報提供を行います。 19 

生活関連物資およびサービスの安定供給については、法令を所管する国と連携し、必20 

要に応じて事業者の協力をいただき、消費者へ啓発を行います。 21 

 基本方針Ⅱ  「自ら考え行動する」消費者になるための支援    22 

消費者への情報発信にあっては、消費者の特性に応じて、様々な関係団体・庁内関係23 

部局と連携して行います。 24 

消費者教育は、学校をはじめ、関係団体・国・市町等と連携して推進します。 25 

特に、エシカル消費の推進など消費者市民社会の構築に向けた気運づくりのために26 

は、多様な主体と連携を図りながら進めることが重要です。連携を進めるにあたって27 

は、消費者教育をはじめとする消費者施策の実施主体間のネットワークを広げるよう、28 

積極的な情報交換や交流の場（機会）づくりに努めます。 29 

 基本方針Ⅲ  消費者被害防止と救済               30 

消費生活相談体制について、国と連携して相談員のスキルアップのための研修や、市31 

町の相談窓口に適切な助言を行うなど、充実支援を行います。 32 

また、社会的に不利な立場にある方への支援は消費者団体・事業者団体・警察と連携33 

して啓発を行うほか、消費者安全確保地域協議会の設置について、国と連携して市町を34 

支援します。 35 

法令違反事業者に対しては、国・他都道府県・警察と連携し厳正な処分を行います。 36 
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 1 

２ 消費者等の意見の施策への反映と透明性の確保 2 

知事の附属機関として設置されている「滋賀県消費生活審議会」において、消費者保3 

護に関する施策についての重要事項の調査・審議等を行うとともに、滋賀県消費者基本4 

計画の改定に当たっては、県民政策コメント制度の活用等により、消費者等の意見を消5 

費者施策へ反映するよう努めます。 6 

また、消費者行政全般にわたる透明性を確保するため、消費者施策や消費生活審議会7 

における審議状況をホームページ等で公表します。 8 

 9 

 10 

11 
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第６章 計画の推進体制と進行管理            1 

 2 

１ 計画の推進体制 3 

県民活動生活課および滋賀県消費生活センターが中心になって、庁内の消費者施策を4 

実施する部局等からなる滋賀県消費者行政推進連絡調整会議において、全庁的な総合調5 

整・意見交換・進捗管理を行い、計画の推進を図ります。 6 

 7 

２ 計画の進行管理 8 

計画を効果的に推進するためには、主要な施策の実施状況を把握し、点検・評価して9 

いく事が必要です。このため、第４次計画で設定した指標に基づき、ＰＤＣＡ（計画、10 

実行、確認、行動）サイクルに基づき、施策の実効性の確保を図るとともに、その点11 

検・評価結果については、消費生活審議会に報告し、審議会においてその状況について12 

の確認・評価を行います。県は、審議会の確認・評価の結果を受けて、施策の反映に努13 

めます。 14 

 15 

３ 計画の見直し 16 

消費者を取り巻く社会経済環境の変化に対応するため、必要に応じて計画の見直しを17 

行います。 18 

 19 

 20 

 21 


